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池田泉州キャピタル株式会社（代表取締役 平松 勝己）が運営し、株式会社池田泉州銀行（頭取 CEO 

鵜川 淳）等が出資する「関西イノベーションネットワーク投資事業有限責任組合（愛称：イノベーショ

ンファンド 25）」は、2021 年 5月 24 日付で、サグリ株式会社（本社：兵庫県丹波市、代表取締役

社長 坪井 俊輔）に対し、投資を実行いたしましたので、お知らせいたします。 

イノベーションファンド 25 は、地域社会における新事業の創出等産業振興に寄与し、大阪・関

西の地域経済の発展や雇用の確保に繋がると期待され、2025 年大阪・関西万博が目指す「SDGs

が達成される社会」や「Society5.0 の実現」に貢献する技術・ビジネスモデルを持った企業を投資

対象としております。 

サグリ株式会社は、衛星データと AI 技術・区画技術を掛け合わせたデータプラットフォームを構築

し、農業分野における課題解決に取り組んでいます。現在、農業従事者の高齢化等に伴い、耕作されな

くなった農地、いわゆる耕作放棄地の増加が危惧されています。耕作放棄地や荒廃した農地の把握や早

期改善は、国・自治体にとって重要な課題です。こうした課題に対して、同社が開発するデジタル地図

上で耕作放棄地を把握するアプリ「ACTABA（アクタバ）」は、自治体や農業委員会等による調査の負

担軽減や、耕作放棄地の早期発見を通じて農地有効活用・地域活性化への貢献が期待されます。SDGｓ

⑨「産業と技術革新の基盤をつくろう」、 SDGｓ⑮「陸の豊かさも守ろう」の実現に貢献するサグリ株

式会社を、イノベーションファンド 25 を通じて成長支援いたします。 

 

 

【ACTABA の仕組み】 

 

 

 

 

～衛星データと地上データを活用し、農業基盤を整え、農業・農業従事のあり方を最適化します～ 

イノベーションファンド 25 による 

サグリ株式会社への投資実行について 

 



【投資先概要】 

社名 サグリ株式会社 

代表取締役社長 坪井 俊輔（つぼい しゅんすけ） 

所在地 本社    ：兵庫県丹波市氷上町常楽 725-1 

東京オフィス：東京都新宿区西新宿 3-9-7-316 

設立 2018 年 6 月 

事業内容 衛星データの機械学習・区画技術による耕作放棄地検出アプリ等の開発 

Vision 人類と地球の共存を実現する 

SDGs の実現 

  

 

【ファンド概要】 

名称 
関西イノベーションネットワーク投資事業有限責任組合 

（愛称：イノベーションファンド 25） 

ファンド総額 設立時 12 億円 

有限責任組合員(LP) 

 

※順不同 

株式会社池田泉州銀行、岩谷ベンチャーキャピタル合同会社（岩谷産業株式

会社より地位承継）、エネサーブ株式会社、大阪信用保証協会、塩野義製薬

株式会社、ダイキン工業株式会社、日本生命保険相互会社、阪急阪神ホール

ディングス株式会社、株式会社ゆうちょ銀行、ロート製薬株式会社 

無限責任組合員(GP) 池田泉州キャピタル株式会社 

投資対象 
大阪・関西万博が目指す「SDGs が達成される社会」「Society5.0 の実現」

に貢献する技術・ビジネスモデルを持った企業 

投資形態 普通株式、優先出資 等 

設立日 2019 年 9 月 20 日 

存続期間 10 年（最大２年まで延長可） 

 

■投資の状況 

投資先名 分野 事業概要 

セーフィー㈱ AI／IoT クラウド型映像プラットフォーム「Safie」を開発・運営 

ArchiTek㈱ テクノロジー センシング LSI(超小型ＡＩエッジ・画像処理プロセッサ)開発 

㈱リモハブ ヘルスケア 遠隔管理型心臓リハビリテーションシステムの開発 

ルクサナバイオテク㈱ バイオ 核酸医薬品の創薬プラットフォーム事業 

㈱オルツ AI／IoT 「P.A.I.（パーソナル人工知能）」の開発、AI ソリューションの提供 

㈱ギフトパッド IT サービス Gift Pad Platform をコアとしたオンラインギフト事業 

㈱Lean on Me IT サービス 障がい福祉専用 e ラーニング研修の開発・販売 

㈱アイ・ブレインサイエンス ヘルスケア 次世代型認知機能評価システムの開発・販売 

㈱坂ノ途中 アグリ／IT サービス 新規就農者を中心とした提携生産者が栽培した農産物の販売 

サグリ㈱ アグリ/AI 衛星データの機械学習・区画技術による耕作放棄地検出アプリ等の開発 

 

 

 

当行はプレスリリースに関連する 

SDGｓ17 のゴールのアイコンを 

掲載しております。 


